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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第21期中については、調整計算の結果、希薄化

しないため、また、第20期中、第22期中及び第20期については中間（当期）純損失が計上されているため、

記載しておりません。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 11,330,951 10,915,130 10,731,840 23,400,712 23,347,720 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
153,941 251,231 492,781 △319,635 946,027 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千

円） 

△49,738 107,367 △508,116 △1,265,003 653,957 

純資産額(千円) 12,055,343 10,958,876 10,032,262 10,881,671 10,662,909 

総資産額(千円) 20,290,509 18,769,194 16,310,614 18,871,982 17,668,986 

１株当たり純資産額(円) 1,044.45 949.69 937.54 942.87 996.37 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間（当

期）純損失（△）（円） 

△4.31 9.30 △47.48 △109.60 57.02 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益(円) 
－ － － － 54.54 

自己資本比率(％) 59.41 58.39 61.51 57.66 60.35 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
172,543 1,499,635 1,379,910 1,095,345 2,576,996 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
△501,718 △566,451 △513,379 △1,011,920 △820,845 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
49,538 △462,228 △763,167 △210,681 △2,253,444 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高(千円) 
3,973,965 4,597,301 3,732,415 4,126,345 3,629,052 

従業員数(人) 1,558 1,445 1,260 1,504 1,339 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第20期中、第22期中及び第20期については中間

（当期）純損失が計上されているため、また、第21期中及び第21期については、調整計算の結果、希薄化し

ないため、記載しておりません。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 9,370,101 9,149,176 8,747,905 19,502,815 19,680,154 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
74,314 128,478 422,487 △576,773 616,168 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千

円） 

△122,681 57,273 △505,359 △1,660,958 311,231 

資本金(千円) 3,627,700 3,627,700 3,627,700 3,627,700 3,627,700 

発行済株式総数(株) 11,551,100 11,551,100 11,551,100 11,551,100 11,551,100 

純資産額(千円) 9,816,448 8,352,293 7,139,180 8,319,689 7,762,610 

総資産額(千円) 16,235,966 14,228,490 11,414,837 14,516,752 12,897,453 

１株当たり純資産額(円) 850.48 723.81 667.18 720.88 725.36 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間（当期）純損失

（△）（円） 

△10.63 4.96 △47.22 △143.90 27.14 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益(円) 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額(円) 
－ － － － 15.0 

自己資本比率(％) 60.5 58.7 62.5 57.3 60.2 

従業員数(人) 1,194 1,134 962 1,166 1,039 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

(1）子会社 

 当中間連結会計期間において重要な異動はありません。 

(2）関連会社 

 当中間連結会計期間において、重要な異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数には、当社グループからグループ外への出向を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含ん

でおります。  

  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数には、当社から社外への出向者数を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業品目の名称 従業員数（人） 

システム開発業務 635 

総合サービス業務 395 

システム商品・製品販売業務 97 

管理業務 133 

合計 1,260 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 962 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、IT分野の在庫調整がほぼ終わり、好調な設備投資と底堅い個人消

費により穏やかな景気回復を持続いたしました。今後、原油価格の高騰や米中経済の波乱がなければ、引き続き

安定した景気の持続が期待されております。 

情報サービス産業におきましては、IT（情報技術）投資意欲は旺盛なものの、企業の戦略変化への対応等迅速

かつ高度な要求が高まる中で、さらなる受注・生産管理強化により収益確保のための努力継続が必須の厳しい状

況が続いております。 

こうした状況の中で、当社グループはシステム開発事業の採算面重視の受注活動に注力してまいりました。ま

た、お客様要求への対応力強化に向けて、技術力の強化、営業力の強化、人材の育成に関する中長期的な課題に

も全力で取組んでまいりました。 

  

この結果、当社グループの連結売上高は、ほぼ前年同期並の107億31百万円（前年同期比1.7％減）となりまし

たが、利益面におきましては、主力のシステム開発事業の収益性が改善したことに加え、販売費及び一般管理費

の削減努力の結果、連結営業利益は前年同期比3億7百万円増加し3億57百万円となりました。また、連結経常利

益は前年同期比2億41百万円増加し4億92百万円となりました。特別損失として、固定資産の減損損失1億75百万

円、連結子会社エス・エス・ジェイ㈱のソフトウェア評価損5億1百万円、債務保証損失引当金繰入額1億14百万

円、投資有価証券評価損47百万円等9億66百万円を計上した結果、連結中間純損失は5億8百万円（前年同期連結

中間純利益1億7百万円）となりました。 

  

  当社グループの業務別の概況は以下の通りであります。 

 （システム開発業務） 

当社グループの主力事業であるシステム開発事業におきましては、見積精度の向上と徹底したプロジェクト

管理により、売上総利益率を改善いたしました。また、前期から得意とする業種・業務分野への事業の集中を

進めており、特に証券業、リース業を中心とした金融全般と業務アプリケーション開発に続く主力事業とする

べく取り組んでいる組込み系ソフトウェア開発分野に注力いたしました。 

以上の結果、システム開発事業の連結売上高は58億28百万円（前年同期比6.2％増）となり、売上高総利益

率は前年同期比3.6ポイント改善し21.7％となりました。 

 （総合サービス業務） 

総合サービス事業におきましては、主力のデスクトップサービスでの新規お客様の獲得が伸び悩んでおりま

すが、ネットワーク、ストレージ、セキュリティを組合わせたインフラ系のサービスの需要は旺盛であり、こ

の分野のサービスが堅調に推移いたしました。 

 しかしながら、前期にマルチベンダーサービスの一部を営業譲渡した売上減少の影響を取り戻すまでには至

っておりません。 

 人材派遣を主力事業としております連結子会社㈱アルゴインテリジェントサービスは、大手お客様からの需

要が旺盛なことと、販管コストの削減に努めた結果、増収増益となりました。又、業務プロセスの再構築をお

手伝いするBPO（Business Process Outsourcing）サービスを新たに立ち上げ、新規顧客の開拓に向け営業強化

を図っております。 

 教育事業の専門会社であります連結子会社㈱アルゴエデュケーションサービスは、経済産業省策定のITスキ

ル標準（ITSS）に基づく研修、e－Learning用の教育サービス、ヒューマン系研修等を積極的に拡販した結果、

前年同期比で増収増益となりました。 

 以上の結果、総合サービス事業の連結売上高は35億78百万円（前年同期比9.3％減）となり、売上総利益率は

前年同期比1.1ポイント悪化し22.6％となりました。 

 （システム商品・製品販売業務） 

システム商品・製品販売事業におきましては、EDI関連ソフトはほぼ前年同期並に推移、一方、ホテル・旅館

向け宿泊管理システム「フロントくんWin」と婚礼宴会システムの「マリエス」は大型案件の売上が寄与しまし

た。 

連結子会社エス・エス・ジェイ㈱の中堅企業向け統合パッケージソフト「Super Stream 」の販売は、人事・

給与パッケージが今上期に本格的に立ちあがりましたが、前年同期を下回る結果となりました。 

 また、中堅企業向けソリューション分野が低調だったことから、仕入れ商品の販売が大きく落ち込んでおり



ます。 

 以上の結果、システム商品・製品販売事業の売上高は13億25百万円（前年同期比10.5％減）となり、売上総

利益率は前年同期比1.3ポイント悪化し24.2％となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は、13億79百万円（前年同期比1億19百万円減）となりました。 

その主な内容は、売上債権の回収による12億11百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は、5億13百万円（前年同期比53百万円減）となりました。その主な 

内容は、自社製品の開発資金であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は7億63百万円（前年同期比３億円増）で、これは主に配当金支 

払1億60百万円及び借入金減少が6億円であったことによるものであります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物は、前年同期残高よりも８億64百万円減少し、現金及び現金 

同等物の期末残高は、37億32百万円となりました。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注）１．上記の価格は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の業務以外の、受注生産はありません。 

(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。  

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システム開発業務（千円） 5,828,357 6.2 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高（千円） 
前年同期比
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

システム開発業務 6,683,754 56.2 2,414,096 △19.3 

総合サービス業務 3,654,758 △10.6 703,054 △29.4 

合計 10,338,513 23.6 3,117,151 △21.8 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システム開発業務（千円） 5,828,357 6.2 

総合サービス業務（千円） 3,578,419 △9.3 

システム商品・製品販売業務（千円） 1,325,062 △10.5 

合計（千円） 10,731,840 △1.7 

相手先 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

㈱野村総合研究所 
金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

1,819,103 16.7 2,252,990 21.0 



５【研究開発活動】 

(1）活動状況 

当社グループは、今後の技術革新に対応するため、次世代のシステム基盤技術やモデリング技術の研究及びＷｅ

ｂサービス関連の新製品の研究開発に積極的に取り組んでおります。 

新技術の研究は当社の研究開発センターが中心となっており、新製品の研究開発は販売主幹部門のシステム開発

部署で行っております。当中間連結会計期間における研究開発は下記のとおりであり、研究開発費の総額は

120,771千円となっております。 

①新技術の研究 

ａ．ＭＤＡ（モデル駆動型アーキテクチャー） 

これまでオブジェクト指向によるシステム構築方法であるＭＤＡに基づく開発ツールは「ＡｒｃＳｔｙｌｅ

ｒ」でしたが、今半期はこれ以外にも「ＯｐｔｉｍａｌＪ」やＲＡＤ（Rapid Application Development）

ツールである「ＧｅｎｅＸｕｓ」も研究をいたしております。 

ｂ．ＯＳＳ（オープンソースソフトウェア） 

独立行政法人 情報処理推進機構(IPA)が推進する2004年度下期オープンソースソフトウェア活用基盤整備

事業の支援を受けて、オープンソースソフトウェア・ワークフローエンジンであるNautica Worklfowを研究

開発致しました。これは、業界標準のWfMCワークフロー参照モデルに準拠した50以上のAPI、エンジン間連

携、システム間連携機能を 含むワークフローエンジンと、 RMI、SOAP、HTTP等をサポートした通信インタ

フェース、およびGUIベースのXPDL定義ツール、運用管理ツールから構成されるJavaベース のワークフロー

システム運用基盤であります。 

ｃ．システム基盤技術（性能改善） 

WebサーバーやOracleデータベースの性能問題に対する取り組みとして、クラスタリングなど高可用性環境

における性能改善手法を研究いたしております。 

(2）活動成果 

ａ．ＭＤＡ（モデル駆動型アーキテクチャー） 

ＭＤＡ開発ツール「ＡｒｃＳｔｙｌｅｒ」と「ＯｐｔｉｍａｌＪ」やＲＡＤツール「ＧｅｎｅＸｕｓ」など

各製品間の機能比較を実施し、社内向けに情報を公開いたしました。特に、ＧｅｎｅＸｕｓはホテル関連製

品開発に利用する方向でソリューション部門と検討中であります。 

ｂ．ＯＳＳ（オープンソースソフトウェア） 

独立行政法人 情報処理推進機構の2004年度（平成16年度）成果報告集に本プロジェクトの成果報告が掲載

されました。また、同時にインターネット上のOSSポータルサイトSourceForgeへソースコードの開示、なら

びに手軽に試用できるようNauticaのワークフロー定義ツールをJava Web Startで一般公開中であります。 

ｃ．システム基盤技術（性能改善） 

データベースＯｒａｃｌｅ性能改善に関する研究成果として社内セミナーを実施中です。また、今後、基盤

ソリューションとして具体的にサービス部門と共同活動する予定であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあり

ません。  

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。但し、いわき工場（福

島県いわき市）およびその他厚生施設（福島県いわき市）につきましては、その有効活用または売却を検討中であり

ます。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 (注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

 (注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,551,100 11,551,100 
東京証券取引所市場第一

部 
－ 

計 11,551,100 11,551,100 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく平成15年６月24日の第19回定時株主総会の決議による新株予

約権 

 （注）１．平成15年６月24日開催の当社第19回定時株主総会終結時に在職する取締役９名、監査役４名、平成15年８月

５日現在の当社従業員名簿に記載されている全従業員1,211名及び当社子会社取締役17名に対して付与する

ことを平成15年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」とする。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、「新規発行前」を「処分前」に、それぞれ

読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が吸収合併または新設合併を行う場合、吸収分割または新設分割

を行う場合、その他これらの場合に準じて１株当たりの払込金額の調整を必要とする場合は、当社は、合理

的な範囲で、１株当たりの払込金額について必要と認める調整を行うことができるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,492 4,414 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 449,200 441,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  1,099 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年９月１日 

～19年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,099（注２）

資本組入額  550 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 平成15年６月24日開催

の定時株主総会決議及び

取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役、監査

役、従業員及び当社子会

社の取締役との間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入その

他の処分及び相続は認め

ない。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割または併合の比率

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
新規発行前の株式の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく平成17年６月23日の第21回定時株主総会の決議による新

株予約権 

 （注）１．平成17年６月23日開催の当社第21回定時株主総会終結時に在職する取締役９名、執行役員８名、平成17年８

月８日現在の当社従業員名簿に記載されている全従業員973名及び当社子会社取締役11名に対して付与する

ことを平成17年６月23日の定時株主総会及び平成17年７月29日開催の取締役会において決議されたものであ

ります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」とする。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、「新規発行前」を「処分前」に、それぞれ

読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が吸収合併または新設合併を行う場合、吸収分割または新設分割

を行う場合、その他これらの場合に準じて１株当たりの払込金額の調整を必要とする場合は、当社は、合理

的な範囲で、１株当たりの払込金額について必要と認める調整を行うことができるものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,439 4,202 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 443,900 420,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  1,092 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日 

～21年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,092（注２）

資本組入額  546 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 平成17年６月23日開催

の定時株主総会決議及び

平成17年７月29日開催の

取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役、執行

役員、従業員及び当社子

会社の取締役との間で締

結する新株予約権割当契

約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入その

他の処分及び相続は認め

ない。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割または併合の比率

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
新規発行前の株式の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社所有の株式のうち信託業務に係る株式数は2,138百株であり、投資

信託業務に係る株式数は513百株、年金信託業務に係る株式数は1,625百株であります。 

        ２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社所有の株式のうち信託業務に係る株式数は1,653百株であり、

投資信託業務に係る株式数は939百株、年金信託業務に係る株式数は714百株であります。 

     ３．野村信託銀行株式会社所有の株式2,089百株は、投資信託業務に係る株式であります。 

４．上記の他、自己株式が8,504百株あります。 

 年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

 平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
 ― 11,551,100 ―  3,627,700 ― 908,225 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内1丁目6-5 10,000 8.65 

株式会社テプコシステムズ 東京都江東区永代2丁目37-28 10,000 8.65 

佐藤 雄二朗 東京都大田区大森北4丁目17-14 6,317 5.46 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社 
東京都港区浜松町2丁目11-3 4,086 3.53 

アルゴ21従業員持株会 
東京都中央区勝どき6丁目1-15 

勝どきＹＳビル 
2,828 2.44 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海1丁目8-11 2,158 1.86 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2丁目2-2 2,089 1.80 

ゴールドマン・サックス・

インターナショナル 
133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 2,057 1.78 

株式会社電通国際情報サー

ビス 
東京都港区港南2丁目17-1 1,650 1.42 

安藤 博 
東京都江東区大島1丁目39-18 

ライオンズプラザ西大島1203 
1,197 1.03 

計 － 42,382 36.69 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個を含めておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（注）１ 
普通株式   850,400 － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 10,493,800 104,931 － 

単元未満株式 普通株式    206,900 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 11,551,100 － － 

総株主の議決権 － 104,931 － 

平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アルゴ21 

東京都中央区勝どき

６丁目1-15勝どきＹ

Ｓビル 

850,400 － 850,400 7.36 

計 － 850,400 － 850,400 7.36 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,094 1,160 1,058 1,089 1,070 1,057 

最低（円） 950 1,006 1,010 1,000 996 1,002 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の役職の異動は、次のとおりでありま

す。 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

プロフェッショナ

ルサービス事業本

部本部長兼研究開

発センターセンタ

ー長 

 取締役 
研究開発センター

所長  
岩本 峰尊  平成17年10月１日

 取締役 

ソリューションサ

ービス事業本部本

部長 

 取締役 ― 大谷 省二  平成17年10月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成16年4月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結貸借対
照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ＊１ 4,869,805   3,792,415 3,789,052   

２．受取手形及び売掛
金 

  5,061,127   4,420,216 5,632,207   

３．たな卸資産   1,031,420   626,108 358,185   

４．その他   864,066   623,030 713,094   

５．貸倒引当金   △21,899   △33,672 △13,046   

流動資産合計     11,804,521 62.9 9,428,097 57.8   10,479,494 59.3

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物及び構築物   812,296   787,422 809,702   

減価償却累計額   372,320 439,976 394,907 392,515 384,609 425,093 

２．土地     641,008 483,288   608,072 

３．その他   1,465,652   1,341,414 1,414,394   

減価償却累計額   1,106,302 359,350 1,007,759 333,654 1,090,647 323,746 

有形固定資産合計     1,440,334 7.7 1,209,457 7.4   1,356,911 7.7

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア   1,055,110   891,159 1,222,314   

２．連結調整勘定   43,151   － －   

３．電話加入権等   40,859   32,379 32,912   

無形固定資産合計     1,139,121 6.1 923,539 5.7   1,255,227 7.1

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   3,507,711   3,668,797 3,620,517   

２．その他   1,090,682   1,301,858 1,186,155   

３．貸倒引当金   △213,177   △221,134 △229,319   

投資その他の資産
合計 

    4,385,216 23.3 4,749,520 29.1   4,577,353 25.9

固定資産合計     6,964,672 37.1 6,882,517 42.2   7,189,491 40.7

資産合計     18,769,194 100.0 16,310,614 100.0   17,668,986 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結貸借対
照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   1,310,182   1,225,407 1,277,068   

２．短期借入金 ＊３  224,000   44,000 12,000   

３．一年以内返済予定
の長期借入金 

  2,071,644   1,556,486 1,849,712   

４．未払法人税等   59,784   58,515 100,641   

５．賞与引当金   664,759   778,353 761,361   

６．債務保証損失引当
金 

＊１  －   114,006 －   

７．その他   1,116,884   1,038,375 1,131,915   

流動負債合計     5,447,254 29.0 4,815,142 29.5   5,132,698 29.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,599,080   755,354 1,094,352   

２．退職給付引当金   412,862   470,713 450,381   

３．役員退職慰労引当
金 

  174,975   － 192,804   

４．その他   80,559   186,798 33,427   

固定負債合計     2,267,476 12.1 1,412,865 8.7   1,770,965 10.0

負債合計     7,714,731 41.1 6,228,008 38.2   6,903,663 39.1

（少数株主持分）           

少数株主持分     95,586 0.5 50,343 0.3   102,412 0.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,627,700 19.3 3,627,700 22.2   3,627,700 20.5

Ⅱ 資本剰余金     3,697,800 19.7 3,697,800 22.7   3,697,800 20.9

Ⅲ 利益剰余金     3,634,512 19.4 3,508,361 21.5   4,181,103 23.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    13,620 0.1 66,882 0.4   23,620 0.1

Ⅴ 自己株式     △14,757 △0.1 △868,481 △5.3   △867,313 △4.9

資本合計     10,958,876 58.4 10,032,262 61.5   10,662,909 60.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    18,769,194 100.0 16,310,614 100.0   17,668,986 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結損益計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ＊２   10,915,130 100.0 10,731,840 100.0   23,347,720 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,607,800 78.9 8,339,712 77.7   18,310,436 78.4

売上総利益     2,307,330 21.1 2,392,127 22.3   5,037,284 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．給与・賞与   953,385   759,957 1,964,443   

２．賞与引当金繰入額   179,764   176,061 203,899   

３．退職給付費用   43,043   33,514 84,041   

４．役員退職慰労引当
金繰入額 

  23,290   10,327 47,152   

５．法定福利費   134,090   112,507 261,354   

６．旅費通信費   109,032   83,860 199,862   

７．貸倒引当金繰入額   －   23,159 42,680   

８．減価償却費   42,756   43,674 86,192   

９．賃借料   177,367   157,548 340,462   

10．研究開発費   82,539   120,771 190,172   

11．その他   512,927 2,258,196 20.6 513,670 2,035,053 19.0 964,728 4,384,989 18.8

営業利益 
  

    49,134 0.5 357,074 3.3   652,294 2.8

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   1,783   1,734 3,137   

２．持分法による投資
利益 

  203,440   123,355 310,598   

３．保険金収入   23,145   － 23,145   

４．雑収入   10,116 238,485 2.2 34,689 159,780 1.5 20,474 357,356 1.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   24,129   18,541 45,840   

２．投資組合損失   1,646   － 2,042   

３．コミットメント 
ライン手数料 

  9,961   3,677 13,075   

４．雑損失   651 36,388 0.4 1,853 24,073 0.2 2,664 63,623 0.3

経常利益 
  

    251,231 2.3 492,781 4.6   946,027 4.1

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益   1,791   － －   

２．営業譲渡益   45,184   － 50,573   

３．投資有価証券売却
益 

  47,619 94,595 0.9 － － － 51,619 102,193 0.4

            

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結損益計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

 １．ソフトウェア評
価損 

  －   501,520 －   

２．固定資産除却損 ＊１ 30,157   26,509 70,693   

３．減損損失 ＊３  －   175,540 －   

４．債務保証損失引当
金繰入額 

  －   114,006 －   

５．投資有価証券評価
損 

  147,687   47,250 187,687   

６．特別退職金   137,002   － 210,401   

７．その他   25,313 340,160 3.1 101,482 966,308 9.0 91,707 560,489 2.4

税金等調整前中間
純損失（△）又は
税金等調整前中間
（当期）純利益 

    5,666 0.1 △473,527 △4.4   487,731 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  34,373   36,419 65,217   

法人税等調整額   △138,870 △104,496 △0.9 49,212 85,632 0.8 △240,984 △175,766 △0.7

少数株主損失
（△）又は少数株
主利益 

    2,796 0.0 △51,043 △0.5   9,540 0.0

中間純損失（△）
又は中間（当期）
純利益 

    107,367 1.0 △508,116 △4.7   653,957 2.8

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結剰
余金計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    3,696,500 3,697,800   3,696,500

Ⅱ 資本剰余金増加高      

連結子会社合併減資
差益 

 1,300 1,300 － － 1,300 1,300

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   3,697,800 3,697,800   3,697,800

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    3,528,445 4,181,103   3,528,445

Ⅱ 利益剰余金増加高      

  中間(当期）純利益  107,367 107,367 － － 653,957 653,957

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．中間純損失  － 508,116 － 

２．配当金  － 160,525 － 

３．役員賞与   － 4,100 － 

４．連結子会社合併に伴
う減少額 

 1,300 1,300 － 672,742 1,300 1,300

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   3,634,512 3,508,361   4,181,103

       



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

税金等調整前中間純損
失（△）又は税金等調
整前中間（当期）純利
益 

5,666 △473,527 487,731

減価償却費 322,323 305,793 665,997

投資有価証券評価損 147,687 47,250 187,687

営業譲渡益 △45,184 － △50,573

ソフトウェア評価損 － 501,520 －

減損損失  － 175,540 －

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

△19,351 12,441 △12,062

賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

212,682 16,991 309,285

退職給付引当金の増減
額（減少：△） 

29,954 20,331 67,473

債務保証損失引当金の
増減額（減少：△） 

－ 114,006 －

受取利息及び受取配当
金 

△6,083 △6,569 △8,199

支払利息 24,129 18,541 45,840

持分法による投資損益 
（利益：△） 

△133,240 △18,655 △239,148

売上債権の増減額（増
加：△） 

1,243,857 1,211,991 672,777

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

△317,111 △267,922 356,124

仕入債務の増減額（減
少：△） 

△81,887 △51,660 △115,001

その他 165,034 △103,274 289,546

小計 1,548,477 1,502,796 2,657,478

利息及び配当金の受取
額 

7,744 8,270 9,059

利息の支払額 △24,164 △20,796 △45,068

法人税等の支払額 △32,421 △110,360 △44,473

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

1,499,635 1,379,910 2,576,996

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      定期預金の払戻による
収入 

－ 100,000 －

定期預金の預入による
支出 

△330,000 △100,000 △300,000

有形固定資産の取得に
よる支出 

△90,413 △139,415 △137,780

無形固定資産の取得に
よる支出 

△413,652 △395,344 △856,764

投資有価証券の取得に
よる支出 

△75,602 － △86,209

投資有価証券の売却に
よる収入 

158,541 － 167,871

貸付けによる支出 △10,862 － △16,112

営業の譲渡による収入 150,000 － 214,940

その他 45,537 21,380 193,209

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△566,451 △513,379 △820,845

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

短期借入金増減額（減
少：△） 

△188,000 32,000 △400,000

長期借入れによる収入 900,000 480,000 1,300,000

長期借入金の返済によ
る支出 

△1,171,682 △1,112,224 △2,298,342

配当金の支払額 － △160,525 －

その他 △2,546 △2,417 △855,102

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△462,228 △763,167 △2,253,444

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

－ － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

470,955 103,362 △497,293

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

4,126,345 3,629,052 4,126,345

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

＊１ 4,597,301 3,732,415 3,629,052

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はエス・エス・ジェイ

㈱、㈱アルゴインテリジェントサ

ービス、㈱アルゴシステム創研及

び㈱アルゴエデュケーションサー

ビスの４社であり、連結対象とし

ております。なお前連結会計年度

まで子会社でありました㈱アルゴ

コンサルティングサービスは、平

成16年４月１日をもって当社が吸

収合併しております。 

 子会社はエス・エス・ジェイ

㈱、㈱アルゴインテリジェントサ

ービス、㈱アルゴシステム創研及

び㈱アルゴエデュケーションサー

ビスの４社であり、連結対象とし

ております。 

 子会社はエス・エス・ジェイ㈱、

㈱アルゴインテリジェントサービ

ス、㈱アルゴシステム創研及び㈱

アルゴエデュケーションサービス

の４社であり、連結対象としてお

ります。なお前連結会計年度まで

子会社でありました㈱アルゴコン

サルティングサービスは、平成16

年４月１日をもって当社が吸収合

併しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社は㈱アルゴグラフィック

ス他の４社であり、持分法を適用

しております。 

関連会社は㈱アルゴグラフィック

ス他の５社であり、持分法を適用

しております。 

 関連会社は㈱アルゴグラフィック

ス他の５社であり、持分法を適用

しております。また、当連結会計

年度より持分の増加に伴いシーデ

ィーシーソリューションズ㈱を持

分法適用の関連会社に含めており

ます。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 イ 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

イ 時価のあるもの 

同左 

イ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

 ロ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ロ 時価のないもの 

同左 

ロ 時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

イ 商品 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

イ 商品 

同左 

② たな卸資産 

イ 商品 

同左 

 ロ 原材料 

移動平均法による原価法 

ロ 原材料 

同左 

ロ 原材料 

同左 

 ハ 仕掛品 

個別法による原価法 

ハ 仕掛品 

同左 

ハ 仕掛品 

同左 

 ニ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

ニ 貯蔵品 

同左 

ニ 貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、いわき工場関連の

建物及び構築物については定

額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

15年、30年及び45年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、いわき工場関連の

建物及び構築物については定

額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

15年、30年及び38年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウ

ェアは、親会社は予想販売数

量に基づき当中間会計期間の

販売数量に対応する金額を償

却しております。ただし、毎

期の償却額は残存有効期間

（見込有効期間３年）に基づ

く均等配分額を下回らないこ

ととしております。連結子会

社のエス・エス・ジェイ㈱は

残存有効期間（見込有効期間

３年）に基づく均等配分額を

償却しております。 

 自社利用ソフトウェアは社

内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

 それ以外の無形固定資産に

ついては、定額法により償却

しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウ

ェアは、親会社は予想販売数

量に基づき当期の販売数量に

対応する金額を償却しており

ます。ただし、毎期の償却額

は残存有効期間（見込有効期

間３年）に基づく均等配分額

を下回らないこととしており

ます。連結子会社のエス・エ

ス・ジェイ㈱は残存有効期間

（見込有効期間３年）に基づ

く均等配分額を償却しており

ます。 

 自社利用ソフトウェアは社

内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

 それ以外の無形固定資産に

ついては、定額法により償却

しております。 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給対象期間に対応

した支給見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用

処理しております。なお、連

結子会社については簡便法を

採用しているため、差異は発

生しておりません。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用

処理しております。なお、連

結子会社については簡便法を

採用しているため、差異は発

生しておりません。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 親会社及び連結子会社の一

部は、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給見込額を計

上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

   ─────── 

（追加情報） 

 親会社及び連結子会社の一部

は、従来役員の退職慰労金の支 

給に備えるため、内規に基づく 

中間期末要支給見込額を計上し 

ておりましたが、親会社は平成 

17年６月23日開催の定時株主総 

会の日をもって役員退職慰労引 

当金制度の廃止を決議したため、

平成17年７月以降の引当金の計 

上は行っておりません。また、 

連結子会社も同様に制度廃止の 

決議を行っており、平成17年７ 

月以降の引当金の計上は行って 

おりません。廃止時の残高 

170,085千円は長期未払金とし  

て固定負債の「その他」に含め 

て表示しております。     

④ 役員退職慰労引当金 

 親会社及び連結子会社の一

部は、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給見込額を計上し

ております。 

   ⑤   ────── 

    

  ⑤ 債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備え 

るため、被保証者の財政状態の 

実情を勘案し、損失負担見込額 

を計上しております。  

 ⑤   ────── 

   

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）消費税等の会計処理 

 税抜処理によっております。 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  固定資産の減損に係る会計基準 

  当中間連結会計期間より、固定 

 資産の減損に係る会計基準（「固 

 定資産の減損に係る会計基準の設 

 定に関する意見書」（企業会計審 

 議会 平成14年８月９日））及び

 「固定資産の減損に係る会計基 

 準の適用指針」（企業会計基準適 

 用指針第６号 平成15年10月31日 

 ）を適用しております。これによ 

 り税金等調整前中間純損失は 

 175,540千円増加しております。 

  なお、減損損失累計額について 

 は、改正後の中間連結財務諸表規 

 則に基づき各資産の金額から直接 

 控除しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

―――――――    前中間連結会計期間において投資その他の資産「その 

 他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの）は、「証券取引法

等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97

号施行日平成16年12月１日）に基づき、投資その他の資

産の「投資有価証券」に含めて表示しております。な

お、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている当

該出資の額は44,510千円であり、当中間連結会計期間の

「投資有価証券」に含まれている当該出資の額は48,208

千円であります。 

―――――――  前中間連結会計期間において販売費及び一般管理費の

「その他」に含めておりました「貸倒引当金繰入額」

は、金額の重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「貸倒引当金繰入額」は89千円であります。 

―――――――  前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

営業外収益の「保険金収入」は、営業外収益の総額の百

分の十以下となったため、営業外収益の「雑収入」に含

めて表示しております。なお、当中間連結会計期間の

「雑収入」に含まれている「保険金収入」は13,240千円

であります。 

───────   前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

営業外費用の「投資組合損失」は、金額が僅少となった

ため、営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりま

す。なお、当中間連結会計期間の「雑損失」に含まれて

いる「投資組合損失」は1,032千円であります。  

───────   前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

特別損失の「特別退職金」は、特別損失の総額の百分の

十以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表

示しております。なお、当中間連結会計期間の「その

他」に含まれている「特別退職金」は3,040千円でありま

す。   

 ───────   前中間連結会計期間において区分掲記しておりました連

結キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッシ

ュ・フロー「投資有価証券の取得による支出」は、金額

が僅少となったため、投資活動によるキャッシュ・フロ

ー「その他」に含めて表示しております。なお、当中間

連結会計期間の「その他」に含まれている「投資有価証

券の取得による支出」は600千円であります。   

 ───────   前中間連結会計期間において区分掲記しておりました連

結キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッシ

ュ・フロー「貸付けによる支出」は、金額が僅少となっ

たため、投資活動によるキャッシュ・フロー「その他」

に含めて表示しております。なお、当中間連結会計期間

の「その他」に含まれている「貸付金による支出」は286

千円であります。   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

＊１ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

(a）取引先の借入に対して、現

金及び預金60,000千円を銀行

に対して担保に供しておりま

す。 

  取引先の借入に対して、現

金及び預金60,000千円を銀行

に対して担保に供しておりま

す。 

  取引先の借入に対して、現

金及び預金60,000千円を銀行

に対して担保に供しておりま

す。 

(b）出資先の万一の投資損失に

備えるため、現金及び預

金   112,504千円を共同出資

先に担保提供しております。 

  なお、このうち30,000千円

については、取引先の財政状

態を勘案し、債務保証損失引

当金を計上しております。 

  

 ２     ────── ２ 債務保証  ２ 債務保証  

     関連会社の銀行からの借入

に対し、行っている債務保証

は次のとおりであります。 

   関連会社の銀行からの借入

に対し、行っている債務保証

は次のとおりであります。  

      ㈱シー・フォーカス  

                38,880千円 

     ㈱シー・フォーカス  

                47,220千円 

＊３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結し

ております。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。 

＊３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結し

ております。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。 

＊３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結し

ております。 

当連結会計年度末における貸出 

コミットメントに係る借入未実 

行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
3,000百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 2,800百万円

貸出コミットメント

の総額 
3,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円

貸出コミットメント

の総額 
3,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

＊１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

＊１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

資産名 金額（千円） 

建物 8,829 

器具備品 8,147 

ソフトウェア 13,181 

計 30,157 

資産名 金額（千円） 

建物 15,006

器具備品 10,857

ソフトウェア 646

計 26,509

資産名 金額（千円） 

建物 11,958

器具備品 15,965

ソフトウェア  32,832

その他 9,936

計 70,693

＊２ 当社グループの売上高は、お

客様の検収が事業年度末であ

る３月に集中する傾向がある

ため、連結会計年度の上半期

の売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があり、上

半期と下半期の業績に季節的

変動があります。 

＊２     同左 ＊２   ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ＊３   ────── ＊３ 減損損失  ＊３   ────── 

   １.資産のグルーピングの方法、減損

損失を認識した資産及び減損損失

の認識に至った経緯 

  

     当社グループでは、損益管理の

基本である事業別（システム開発

事業、総合サービス事業、システ

ム商品・製品販売事業）をグルー

ピングの単位とし、これとは別に

遊休資産を集計しております。 

 いわき工場関連の資産は、シス

テム開発事業の開発拠点として土

地を取得し、開発センター及び社

宅を建設したものでありますが、

現状では開発センターの一部を使

用しているだけであり、大部分が

遊休となっております。近隣の市

場価格も下落していることから、

当中間連結会計期間において、い

わき工場関連の資産の減損損失を

認識するに至っております。 

  

   ２.減損損失を認識した資産の概要   

  

  

場所 用途 種類 

 いわき工

場及び社

宅（福島

県いわき

市） 

 遊休資産 
 建物及び 

 土    地 

  

   ３.減損損失の金額   

 建物 50,756千円

土地 124,784千円

合計 175,540千円

 

      上記金額を帳簿価額から直接控

除し、「減損損失」として特別損

失に計上しております。 

  

   ４.回収可能価額の算定   

     不動産鑑定評価に基づく正味売

却価額により測定しております。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

＊１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

＊１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,869,805千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△160,000千円

担保提供している預

金 
△112,504千円

現金及び現金同等物 4,597,301千円

現金及び預金勘定 3,792,415千円

   

担保提供している預

金 
△60,000千円

現金及び現金同等物 3,732,415千円

現金及び預金勘定 3,789,052千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円

担保提供している預

金 
△60,000千円

現金及び現金同等物 3,629,052千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

その他 143,176 62,174 81,001 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

その他 227,744 151,076 76,667

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

その他 143,176 79,765 63,410

 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

 （注）   同左  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 35,182千円

１年超 45,819千円

 計 81,001千円

１年内 48,029千円

１年超 28,637千円

 計 76,667千円

１年内 34,638千円

１年超 28,771千円

 計 63,410千円

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 （注）   同左  （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 17,591千円

減価償却費相当額 17,591千円

支払リース料 35,178千円

減価償却費相当額 35,178千円

支払リース料 35,182千円

減価償却費相当額 35,182千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

 （注） 有価証券について147,687千円（その他有価証券で時価のない株式147,687千円）の減損処理を行っておりま

す。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価のある有価証券については期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については実質価額が貸借対照表計上額に比べ50％以上下落した銘柄を対象に減損

処理を行っております。 

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 208,084 241,265 33,181 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10,780 9,275 △1,505 

合計 218,864 250,540 31,675 

  
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 632,150 



（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

 （注） 有価証券について47,250千円（その他有価証券で時価のない株式47,250千円）の減損処理を行っております。

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価のある有価証券については期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については実質価額が貸借対照表計上額に比べ主として50％以上下落した銘柄を対

象に減損処理を行っております。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 209,291 331,268 121,976 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10,780 10,619 △161 

合計 220,072 341,887 121,814 

  
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 448,900 

投資組合出資金  48,208 



（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

 （注） 有価証券について187,687千円（その他有価証券で時価のない株式187,687千円）の減損処理を行っておりま

す。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価のある有価証券については期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については実質価額が貸借対照表計上額に比べ50％以上下落した銘柄を対象に減損

処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 208,691 260,050 51,359 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － －   

(3）その他 10,780 9,888 △892 

合計 219,471 269,938 50,467 

  
前連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 496,150 

投資組合出資金  41,932 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当連結グループは情報サービス事業

を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満

であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額、１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 949円69銭

１株当たり中間純利益 ９円30銭

１株当たり純資産額 937円54銭

１株当たり中間純損失 47円48銭

１株当たり純資産額 996円37銭

１株当たり当期純利益 57円 2銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、調整計

算の結果、希薄化しないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当純利益

金額        54円54銭   

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １株当たり中間（当期）純
利益金額又は中間純損失金額
（△） 

  
  
  

  
  
  

  
  
  

 中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△） 
107,367千円 △508,116千円 653,957千円 

 普通株主に帰属しない金

額 
－ － － 

 普通株式に係る中間（当

期）純利益又は中間純損失

（△） 

107,367千円 △508,116千円 653,957千円 

 普通株式の期中平均株式

数 
11,540千株 10,701千株 11,468千株 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額  
      

 当期純利益調整額  － －  △28,497千円  

 （うち関係会社の潜在株  

式の調整額） 
（－）  （－）  （△28,497千円）  

 普通株式増加数（株） －   － －  

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株

式の概要 

 旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１種

類（目的となる株式の数 

422千株）。 

 商法第280条ノ20及び商

法第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権１種類（目

的となる株式の数518千

株）。 

 なお、これらの詳細は、

「新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

 商法第280条ノ20及び商

法第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権２種類（目

的となる株式の数893千

株）。 

 なお、これらの詳細は、

「新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

 旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１種

類（目的となる株式の数

402千株）。 

商法第280条ノ20及び商法

第280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権１種類（目的

となる株式の数496千

株）。 

 なお、これらの詳細は、

「新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 



（重要な後発事象）  

前連結中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── 子会社株式の譲渡 ストックオプション制度の採用 

     当社は、平成17年11月７日開催

の取締役会の決議に基づき、連結

子会社である㈱アルゴシステム創

研の全株式を、フジデジタルイメ

ージング㈱へ譲渡いたしました。

１.株式譲渡の理由 

 当社は、高品質なシステム開発

サ－ビスの提供を主たる業務とし

ており、システム開発上流工程に

おける要件定義・基本設計段階で

の開発技法を核としたコンサルテ

－ション分野においては、同業務

を強みとする㈱アルゴシステム創

研と事業ノウハウの共有を図って

まいりました。また、今下期経営

戦略においては当社の事業領域を

明確にすると共に、該社のさらな

る成長のために、新たな事業パ－

トナ－との提携も視野に入れた事

業のあり方を検討してまいりまし

た。 

 この度、フジデジタルイメ－ジ

ング㈱からの申し入れを受け、十

分な検討を行った結果、双方の企

業価値の向上にむけて最も適切で

あると判断し、全株式の譲渡を決

定いたしました。 

  

２.売却先 

フジデジタルイメ－ジング㈱ 

 

３.売却時期 

平成17年11月14日 

 

   

   当社は、平成17年６月23日開催

の第21回定時株主総会において、

商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づき、ストックオ

プション（新株予約権）の発行を

決議いたしました。その概要は以

下のとおりであります。 

(1)特に有利な条件により新株予  

   約権を発行する理由      

  当社の取締役、執行役員、従 

  業員及び当社子会社の取締役 

  の業績向上に向けての意欲を 

   一層高めることを目的にスト 

   ックオプションとして、新株 

   予約権を無償で発行するもの 

  であります。 

(2)新株予約権発行の要領 

  ①新株予約権の割当を受ける 

     者 

   当社の取締役、執行役員、 

     従業員及び当社子会社の取 

     締役 

   ②新株予約権の目的たる株式 

   の種類及び数 

   普通株式50万株を上限とす 

   る。 

  ③発行する新株予約権の総数  

   5,000個を上限とする。 

  ④新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

  ⑤新株予約権行使時に払込み  

     をすべき金額 

   新株予約権発行の属する月 

     の前月各日における東京証 

     券取引所における当社普通 

     株式の普通取引の終値の平 

     均値に1.05を乗じた金額と 

     する。 

   ⑥新株予約権の権利行使期間 

     平成19年９月１日から平成  

     21 年８月31日まで 

  

  

  

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前連結中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     ４.当該子会社の概要   

    

 （１）事業内容  

     キーノウハウ（方法論、技   

       法、ＰＭＢＯＫなど）を柱 

    とする上流工程のコンサル 

       テーション及び先端的ソフ 

       トウェア開発 

 （２）資本金 

    70百万円 

  

     ５.売却の概要   

    （１）売却価額 

    32百万円 

 （２）譲渡株式数 

    1,400株 

 （３）売却損 

    ９百万円 

 （４）売却後の持分比率 

     －％ 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ＊１ 4,017,220  3,131,433 3,079,050  

２ 受取手形   31,220  85,502 27,665  

３ 売掛金   4,590,435  3,877,168 5,164,622  

４ たな卸資産   986,953  597,621 320,426  

５ その他   1,029,858  573,064 577,479  

６ 貸倒引当金   △20,080  △35,624 △11,140  

流動資産合計     10,635,608 74.7 8,229,165 72.1   9,158,104 71.0

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産         

１ 建物   697,565  676,040 700,315  

減価償却累計額   302,271 395,293 329,069 346,970 320,905 379,410

２ 土地     608,072 483,288   608,072

３ その他   1,354,096  1,241,077 1,315,497  

減価償却累計額   1,005,907 348,188 921,550 319,526 1,002,135 313,361

有形固定資産合計     1,351,555 9.5 1,149,785 10.0   1,300,844 10.1

(2）無形固定資産         

１ ソフトウェア   249,891  174,062 210,306  

２ その他   25,960  25,835 25,898  

無形固定資産合計     275,852 2.0 199,898 1.8   236,205 1.8

(3）投資その他の資産         

１ 投資有価証券   1,288,837  990,312 1,212,438  

２ 長期貸付金   16,029  436,974 423,687  

３ 施設利用会員権   179,930  - 178,530  

４ その他   693,855  1,084,222 722,365  

５ 貸倒引当金   △213,177  △675,521 △334,721  

投資その他の資産
合計 

    1,965,474 13.8 1,835,988 16.1   2,202,299 17.1

固定資産合計     3,592,881 25.3 3,185,671 27.9   3,739,349 29.0

資産合計     14,228,490 100.0 11,414,837 100.0   12,897,453 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   1,125,186   1,059,011 1,123,933  

２ 短期借入金 
＊３ 
  

200,000   - -  

３ 一年以内返済予定
の長期借入金 

  1,445,464   911,964 1,244,284  

４ 未払法人税等   30,905   25,833 59,554  

５ 賞与引当金   569,201   665,218 656,922  

６ 債務保証損失引当
金 

＊１ 
  

-   114,006 -  

７ その他   820,374   662,166 807,193  

流動負債合計     4,191,131 29.5 3,438,198 30.1   3,891,887 30.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   1,097,216   251,972 645,264  

２ 退職給付引当金   353,715   409,871 387,869  

３ 役員退職慰労引当
金 

  161,495   - 176,394  

４ その他   72,639   175,613 33,427  

固定負債合計     1,685,065 11.8 837,457 7.4   1,242,955 9.6

負債合計     5,876,196 41.3 4,275,656 37.5   5,134,843 39.8

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     3,627,700 25.5 3,627,700 31.8   3,627,700 28.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   906,925   908,225 908,225  

２ その他資本剰余金   2,790,875   2,789,575 2,789,575  

資本剰余金合計     3,697,800 26.0 3,697,800 32.4   3,697,800 28.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,660   1,660 1,660  

２ 任意積立金   743,093   1,015,426 743,093  

３ 中間未処理損失
（△）又は中間(当
期）未処分利益 

  283,512   △400,748 537,470  

利益剰余金合計     1,028,266 7.2 616,337 5.4   1,282,223 9.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    13,284 0.1 65,824 0.5   22,199 0.2

Ⅴ 自己株式     △14,757 △0.1 △868,481 △7.6   △867,313 △6.7

資本合計     8,352,293 58.7 7,139,180 62.5   7,762,610 60.2

負債及び資本合計     14,228,490 100.0 11,414,837 100.0   12,897,453 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
 注記  
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ＊６   9,149,176 100.0 8,747,905 100.0   19,680,154 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,332,487 80.1 6,846,997 78.3   15,704,874 79.8

売上総利益     1,816,688 19.9 1,900,907 21.7   3,975,280 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,776,911 19.5 1,617,008 18.5   3,445,212 17.5

営業利益     39,777 0.4 283,899 3.2   530,067 2.7

Ⅳ 営業外収益 ＊１   114,204 1.3 152,230 1.8   128,655 0.6

Ⅴ 営業外費用 ＊２   25,502 0.3 13,641 0.2   42,554 0.2

経常利益     128,478 1.4 422,487 4.8   616,168 3.1

Ⅵ 特別利益 ＊３   123,889 1.4 - -   128,881 0.7

Ⅶ 特別損失 *4・7   311,278 3.4 948,423 10.8   643,134 3.3

税引前中間純損
失（△)又は税引
前中間（当期）
純利益 

    △58,909 △0.6 △525,935 △6.0   101,914 0.5

法人税、住民税
及び事業税 

  7,905   5,410 13,954   

法人税等調整額   △124,088 △116,183 △1.2 △25,985 △20,575 △0.2 △223,270 △209,316 △1.1

中間純損失(△)
又は中間（当
期）純利益 

    57,273 0.6 △505,359 △5.8   311,231 1.6

前期繰越利益     135,179 104,611   135,179 

利益準備金取崩
額 

    91,059 -   91,059 

中間未処理損失
（△）又は中間
（当期）未処分
利益 

    283,512 △400,748   537,470 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  原材料 

 移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、いわき工場関連の建

物及び構築物については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、いわき工場関連の建

物及び構築物については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

     同左 

  建物 15年及び45年 建物 15年及び38年 

  
    

  

  (2）無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウェ

アは、予想販売数量に基づき当

中間会計期間の販売数量に対応

する金額を償却しております。 

ただし、毎期の償却額は残存有

効期間（見込有効期間３年）に

基づく均等配分額を下回らない

こととしております。 

 自社利用ソフトウェアは社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっておりま

す。 

 それ以外の無形固定資産につ

いては、定額法により償却して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウェ

アは、予想販売数量に基づき当

期の販売数量に対応する金額を

償却しております。 

ただし、毎期の償却額は残存有

効期間（見込有効期間３年）に

基づく均等配分額を下回らない

こととしております。 

 自社利用ソフトウェアは社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっておりま

す。 

 それ以外の無形固定資産につ

いては、定額法により償却して

おります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給対象期間に対応した

支給見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業

年度から費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業

年度から費用処理しておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給見込額を計上しており

ます。 

  

  

  

  

  

   

  

 

  

(4）役員退職慰労引当金 

   ────── 

  

（追加情報） 

 従来、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給見込額を計上し

ておりましたが、平成17年6月23

日の定時株主総会の日をもって

役員退職慰労制度の廃止を決議

したため、平成17年7月以降の引

当金の計上は行っておらず、廃

止時の残高 158,900千円は長期

未払金として固定負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給見込額を計上しておりま

す。 

  (5)  ────── 

  

(5) 債務保証損失引当金 

  債務保証等に係る損失に備え

るため、被保証者の財政状態の

実情を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。 

(5)  ────── 

  

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。なお、

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺し、その差額は流動負債

「その他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純損失は、 

175,540千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき、各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 



表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至  平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  

  

  前中間期において区分掲記しておりました投資その他の

資産の「施設利用会員権」は、資産総額の100分の5以下で

あるため投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当中間期の「その他」に含まれている

「施設利用会員権」は、178,378千円であります。      

  

──────  

  

  

  

  前中間期において投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）は、「証券取引法等の一部を改正す

る法律」（平成16年６月９日法律第97号施行日平成16年12

月１日）に基づき、投資その他の資産の「投資有価証券」

に含めて表示しております。なお、前中間期末の「その

他」に含まれている当該出資の額は44,510千円であり、当

中間期末の「投資有価証券」に含まれてる当該出資の額は

48,208千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

＊１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

＊１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務 

 担保に供している資産とこれに対

応する債務は次のとおりでありま

す。 

 担保に供している資産とこれに対

応する債務は次のとおりでありま

す。 

 担保に供している資産とこれに対

応する債務は次のとおりでありま

す。 

(a）取引先の借入に対して、現金

及び預金60,000千円を銀行に対

して担保に供しております。 

  取引先の借入に対して、現金

及び預金60,000千円を銀行に対

して担保に供しております。 

  取引先の借入に対して、現

金 及び預金60,000千円を銀行に

対 して担保に供しております。 

(b）出資先の万一の投資損失に備

えるため、現金及び預金 

112,504千円を共同出資先に担保

提供しております。 

    なお、このうち30,000千円に

ついては、取引先の財政状態を

勘案し、債務保証損失引当金を

計上しております。 

  

  

 ２．保証債務  ２．保証債務  ２．保証債務 

 下記の子会社の金融機関からの借

入に対し、債務保証を行っておりま

す。 

 下記の関係会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行っており

ます。 

 下記の関係会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行っており

ます。 

会社名 金額（千円） 

エス・エス・ジ
ェイ㈱ 

976,424 

㈱アルゴインテ
リジェントサー
ビス 

175,620 

計 1,152,044 

会社名 金額（千円） 

エス・エス・ジ
ェイ㈱ 

1,088,244

㈱アルゴインテ
リジェントサー
ビス 

103,660

㈱シ－・フォ－
カス 

38,880

計 1,230,784

会社名 金額（千円） 

エス・エス・ジ
ェイ㈱ 

940,696

㈱アルゴインテ
リジェントサー
ビス 

     125,820 

㈱シ－・フォ－
カス 

      47,220 

計 1,113,736

＊３． 当社は運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約を

締結しております。 

 当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る借

入未実行残高は次のとおりで

あります。 

＊３． 当社は運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約を

締結しております。 

 当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る借

入未実行残高は次のとおりで

あります。 

＊３． 当社は運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約を

締結しております。 

 当事業年度末における貸出

コミットメントに係る借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。 

貸出コミットメ

ントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 2,800百万円

貸出コミットメ

ントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 -百万円

差引額 3,000百万円

貸出コミットメ

ントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 -百万円

差引額 3,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,705千円

受取配当金 83,250 

保険金収入 23,145 

受取利息 4,672千円

受取配当金 118,284 

保険金収入 13,240 

受取利息 7,885千円

受取配当金 85,261 

保険金収入 23,145 

＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 13,869千円

コミットメント

ライン手数料 

9,961 

  

支払利息 8,643千円

コミットメント

ライン手数料 

3,677 

支払利息 25,967千円

コミットメント

ライン手数料 

13,075 

＊３．特別利益のうち主要なもの ＊３．   ────── ＊３．特別利益のうち主要なもの 

営業譲渡益 75,208千円

投資有価証券売

却益 

47,619 

  営業譲渡益 77,261千円

投資有価証券売

却益  

51,619 

 

＊４．特別損失のうち主要なもの ＊４．特別損失のうち主要なもの ＊４．特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評

価損 

162,687千円

特別退職金 137,002 

投資有価証券評

価損 

297,250千円

 

貸倒引当金繰入

額 

332,484 

減損損失 175,540 

債務保証損失引

当金繰入額  

114,006 

投資有価証券評

価損 

298,287千円

貸倒引当金繰入

額 

105,578 

特別退職金 210,401 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 74,520千円

無形固定資産 63,513 

有形固定資産 71,383千円

無形固定資産 49,633 

有形固定資産 151,223千円

無形固定資産 124,942 

＊６．当社の売上高は、お客様の検

収が事業年度末である３月に集

中する傾向があるため、事業年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

＊６．    同左 ＊６．   ────── 

      

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊７．   ────── ＊７. 減損損失 ＊７．   ────── 

   １.資産のグルーピングの方法、減損

損失を認識した資産及び減損損失

の認識に至った経緯 

  

      当社では、損益管理の基本であ

る事業別（システム開発事業、総

合サービス事業、システム商品・

製品販売事業）をグルーピングの

単位とし、これとは別に遊休資産

を集計しております。 

 いわき工場関連の資産は、シス

テム開発事業の開発拠点として土

地を取得し、開発センター及び社

宅を建設したものでありますが、

現状では開発センターの一部を連

結子会社へ賃貸しているだけであ

り、大部分が遊休となっておりま

す。近隣の市場価格も下落してい

ることから、当中間会計期間にお

いて、いわき工場関連の資産の減

損損失を認識するに至っておりま

す。 

  

      

   ２.減損損失を認識した資産の概要   

  

  

場所 用途 種類 

 いわき工

場及び社

宅（福島

県いわき

市） 

 遊休資産 
 建物及び 

 土    地 

  

   ３.減損損失の金額   

  

      上記金額を帳簿価額から直接控

除し、「減損損失」として特別損

失に計上しております。 

建物 50,756千円

土地 124,784千円

合計 175,540千円

  

   ４.回収可能価額の算定方法   

     不動産鑑定評価に基づく正味売

却価額により測定しております。 

  

      



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

その他 130,945 58,049 72,896 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

その他 211,714 144,505 67,209

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

その他 130,945 74,417 56,528

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 32,736千円

１年超 40,159千円

 計 72,896千円

１年内 44,211千円

１年超 22,997千円

 計 67,209千円

１年内 32,192千円

１年超 24,335千円

 計 56,528千円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 16,368千円

減価償却費相当

額 
16,368千円

支払リース料 33,955千円

減価償却費相当

額 
33,955千円

支払リース料 32,736千円

減価償却費相当

額 
32,736千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 47,916 4,784,000 4,736,083 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 - - - 

関連会社株式 47,916 6,336,500 6,288,583 

  

前事業年度（平成17年３月31日） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 - - - 

関連会社株式 47,916 7,245,000 7,197,083 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 723円81銭

１株当たり中間純利益 4円96銭

１株当たり純資産額 667円18銭

１株当たり中間純損失   47円22銭

１株当たり純資産額 725円36銭

１株当たり当期純利益 27円14銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、調整計

算の結果、希薄化しないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、調整計

算の結果、希薄化しないため記載し

ておりません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（千円） 
57,273 △505,359 311,231 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益又は中間純損失（△）（千円） 
57,273 △505,359 311,231 

普通株式の期中平均株式数 

（千株） 
11,540 10,701 11,468 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権 

１種類（目的となる株式

の数422千株）。 

 商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権１種

類（目的となる株式の数 

518千株）。 

 なお、これらの詳細

は、「新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

 商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権２種

類（目的となる株式の数

893千株）。 

 なお、これらの詳細

は、「新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

  

  

 旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権 

１種類（目的となる株式 

の数402千株）。 

 商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権１種

類（目的となる株式の数

496千株）。 

 なお、これらの詳細

は、「新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── 子会社株式の譲渡 ストックオプション制度の採用 

     当社は、平成17年11月７日開催

の取締役会の決議に基づき、連結

子会社である㈱アルゴシステム創

研の全株式を、フジデジタルイメ

ージング㈱へ譲渡いたしました。

１.株式譲渡の理由 

 当社は、高品質なシステム開発

サ－ビスの提供を主たる業務とし

ており、システム開発上流工程に

おける要件定義・基本設計段階で

の開発技法を核としたコンサルテ

－ション分野においては、同業務

を強みとする㈱アルゴシステム創

研と事業ノウハウの共有を図って

まいりました。また、今下期経営

戦略においては当社の事業領域を

明確にすると共に、該社のさらな

る成長のために、新たな事業パ－

トナ－との提携も視野に入れた事

業のあり方を検討してまいりまし

た。 

 この度、フジデジタルイメ－ジ

ング㈱からの申し入れを受け、十

分な検討を行った結果、双方の企

業価値の向上にむけて最も適切で

あると判断し、全株式の譲渡を決

定いたしました。 

  

２.売却先 

フジデジタルイメ－ジング㈱ 

 

３.売却時期 

平成17年11月14日 

 

   

   当社は、平成17年６月23日開催

の第21回定時株主総会において、

商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づき、ストックオ

プション（新株予約権）の発行を

決議いたしました。その概要は以

下のとおりであります。 

(1)特に有利な条件により新株予  

   約権を発行する理由      

  当社の取締役、執行役員、従 

  業員及び当社子会社の取締役 

  の業績向上に向けての意欲を 

   一層高めることを目的にスト 

   ックオプションとして、新株 

   予約権を無償で発行するもの 

  であります。 

(2)新株予約権発行の要領 

  ①新株予約権の割当を受ける 

     者 

   当社の取締役、執行役員、 

     従業員及び当社子会社の取 

     締役 

   ②新株予約権の目的たる株式 

   の種類及び数 

   普通株式50万株を上限とす 

   る。 

  ③発行する新株予約権の総数  

   5,000個を上限とする。 

  ④新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

  ⑤新株予約権行使時に払込み  

     をすべき金額 

   新株予約権発行の属する月 

     の前月各日における東京証 

     券取引所における当社普通 

     株式の普通取引の終値の平 

     均値に1.05を乗じた金額と 

     する。 

   ⑥新株予約権の権利行使期間 

     平成19年９月１日から平成  

     21 年８月31日まで 

  

  

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     ４.当該子会社の概要   

    

 （１）事業内容  

     キーノウハウ（方法論、技   

       法、ＰＭＢＯＫなど）を柱 

    とする上流工程のコンサル 

       テーション及び先端的ソフ 

       トウェア開発 

 （２）資本金 

    70百万円 

  

     ５.売却の概要   

    （１）売却価額 

    32百万円 

 （２）譲渡株式数 

    1,400株 

 （３）売却益 

    32百万円 

 （４）売却後の持分比率 

     －％ 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第21期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券届出書及びその添付書類 平成17年７月29日関東財務局長に提出 

(3) 有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類 

平成17年８月２日関東財務局長に提出 

平成17年７月29日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成17年８月８日関東財務局長に提出 

平成17年７月29日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月13日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月13日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１６年１２月１０日

株式会社アルゴ２１       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 芝田 雅也  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アルゴ21の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社アルゴ21及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年１２月１６日

株式会社アルゴ２１       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 芝田 雅也  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アルゴ21の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社アルゴ21及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定

 資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成してい 

 る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１６年１２月１０日

株式会社アルゴ２１       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 芝田 雅也  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アルゴ21の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社アルゴ21の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年１２月１６日

株式会社アルゴ２１       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 芝田 雅也  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アルゴ21の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社アルゴ21の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

 損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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